












資料収集・保存機関のゆるやかな会として，1986 年 5 月 15 日，法政大学大原社会問題研究所（以
下，大原社研）にて設立総会が行われ，発足した。



















時で 42 万人，組合数も 3桁に過ぎませんでした。ところが，今は組合員は 1200 万人を超え，
組合数も事業所支部レベルまで数えると 7万に達しています。（中略）さらに問題なのは，戦
後 40 年が経過し，初期の運動の中心であった方々が亡くなられ，あるいは引退される時期に










今，組合員数は 990 万人を切っている。1986 年当時の組織率が 28.2％であったことから思えばず
いぶんな凋落ぶりであるが，変わっていないのは資料散逸の恐れである点がなんとも皮肉だ。もち
ろんこの 30 年間，労働関係アーカイブズが手をこまねいていたわけではない（詳しくは後述）。








　世話人会は手始めに，全国 77 機関の現状と課題を把握するためのアンケートを 1984 年 9 月～
12 月に実施し，34 機関より回答を得た。蔵書数，職員数などの基本情報に加えて，各館の課題な
どを自由記述方式で回答を求めた結果，社会労働関係のアーカイブズのネットワークを希望する声
が多数であることがわかった。これを受け，1985 年 7 月の世話人会において，1986 年 5 月に正式
発足することを決定した。
労働資料協設立総会


















































































































　例えば，2005 年 11 月に労働政策研究・研修機構廃止案が浮上したときには，MLを通じて反対







　さらに 2010 年 12 月には，厚生労働省管轄の「女性と仕事の未来館」が民主党政権下において事
業仕分けで廃止と結論づけられたことに対して，同館の存続を求める要望書を五十嵐仁代表幹事の



























ケートを 1997 年 12 月に実施した。同時にこの総会ではメーリングリストの開設が提案されたが，
実施については保留，検討課題ということになった。結局，MLの開設は 2000 年までずれこんだ。
長らくYahoo! グループを利用してきたが，同サービスの廃止に伴い，2014 年 4 月からは Google
グループに移行した。
　今では参加メンバー（機関会員・個人会員）のほとんどがMLに参加している。

























　そして機関会員数をみると，30 年でほとんど変化がなく，顔ぶれが変わっても平均 22 機関であ
る。それに対して，個人会員はそれまでほぼ 1人から 3人であったのが，2011 年以降，一気に増
加し，現在は 12 人である。これは，機関を退職した人がそのまま個人会員となって残るケースが
増えたからである。





































































































第 1 回 1986 年 5 月 法政大学大原社会問題研究所
第 2 回 1987 年 9 月 東京大学社会科学研究所
第 3 回 1988 年 10 月 日本労働協会（現労働政策研究・研修機構）
第 4 回 1989 年 10 月 日本労働研究機構（現労働政策研究・研修機構）
第 5 回 1990 年 12 月 大阪社会運動協会
第 6 回 1991 年 11 月 東京都立労働研究所
第 7 回 1992 年 12 月 川崎市労働会館
第 8 回 1993 年 12 月 労働科学研究所
第 9 回 1994 年 12 月 法政大学大原社会問題研究所
第 10 回 1995 年 12 月 日本労働研究機構（現労働政策研究・研修機構）
第 11 回 1996 年 12 月 海外職業訓練協力センター
第 12 回 1997 年 10 月 東京大学経済学部
第 13 回 1998 年 10 月 同志社大学人文科学研究所
第 14 回 1999 年 10 月 埼玉大学経済学部社会動態資料センター
第 15 回 2000 年 10 月 東京都立労働研究所
第 16 回 2001 年 10 月 法政大学市ヶ谷キャンパス・ボアソナードタワー
第 17 回 2002 年 11 月 えひめ勤労者生活情報センター
第 18 回 2003 年 11 月 （財）女性労働協会「女性と仕事の未来館」
第 19 回 2004 年 11 月 六本木アカデミーライブラリー
第 20 回 2005 年 10 月 兵庫県中央労働センター
第 21 回 2006 年 11 月 日本労働会館・友愛労働歴史館
第 22 回 2007 年 11 月 愛知県勤労会館
第 23 回 2008 年 10 月 大阪社会運動協会
第 24 回 2009 年 11 月 労働政策研究・研修機構
第 25 回 2010 年 11 月 東京大学経済学部図書館資料館
第 26 回 2011 年 10 月 熊本学園大学水俣学研究センター
第 27 回 2012 年 11 月 友愛労働歴史館
第 28 回 2013 年 10 月 福島大学松川資料室
第 29 回 2014 年 10 月 国立歴史民俗博物館
第 30 回 2015 年 11 月 法政大学大原社会問題研究所
